財政のあらまし（2019Ⅱ 144号）の概要

◎平成30年度一般会計決算状況（P8）

（歳　入）
　・歳入総額は、対前年度比0.1％増の5,643億円
　・税収は、製造業を中心とした景気の拡大や北陸新幹線開業効果の持続を受け、法人関係税は過去最高の618億円（対前年度比＋9.8％）。個人県民税も前年度に次いで過去2番目に多い428億円（対前年度比△0.7％）であり、これにより、実質県税ベースでは過去最高となる1,883億円（対前年度比＋4.0％）

（歳　出）
　・歳出総額は、対前年度比0.7％減の5,522億円
　・投資的経費は、国立工芸館の移転や金沢港クルーズターミナルの整備が進む一方で、
北陸新幹線金沢・敦賀間の建設費にかかる負担金の減少などにより、対前年度比
△2.5％
　・一方で、一般行政経費は、いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンドの創設などにより、対前年度比0.8％増
（収　支）

　・形式収支(歳入－歳出)は121億円の黒字、実質収支(形式収支－翌年度繰越財源)は7億円の黒字
　・Ｈ24年度から7年連続で財政調整・減債基金を取り崩すことなく収支均衡を達成
（経常収支比率）

　・Ｈ30年度決算における経常収支比率は、県債残高の抑制などに伴い公債費が減少したことなどから、対前年度比0.7ポイント減の93.5％（全国平均94.5％）となり、2年連続の改善
　・しかし、今後も社会保障関係経費の増加など、義務的経費が県財政を圧迫する厳しい
状況が予想
[image: image1.emf]経常収支比率の推移

(単位：％）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

石川県 95.3 92.6 94.7 93.4 92.4 92.8 94.1 95.2 94.2 93.5

全 国 95.2 90.9 93.9 94.1 93.0 93.5 94.1 95.4 95.2 94.5

区　　　　分

経常収支比率


◎財政健全化に関する指標（P17）
　・Ｈ30年度決算における健全化判断比率は、全て早期健全化基準未満
[image: image2.emf]実質公債費比率、将来負担比率の推移

(単位：％）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

石川県 15.4 16.7 17.3 16.5 15.5 14.9 14.3 13.9 13.5 13.2

全 国 13.0 13.5 13.9 13.7 13.5 13.1 12.7 11.9 11.4 10.9

石川県 263.4 241.1 239.7 229.7 229.3 217.2 210.6 214.3 214.9 217.1

全 国 229.2 220.8 217.5 210.5 200.7 187.0 175.6 173.4 173.1 173.6

※早期健全化基準：実質公債費比率 25％、将来負担比率 400％

区　　　　分

実質公債費比率

将来負担比率


◎本県の財務諸表（企業会計的手法を用いた財政状況の分析）（P21）
　・財務諸表･･･貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書
＊ 行政コスト計算書の概況（P22）
　・県が提供する行政サービスに必要な経費の内訳を示すもの

　・補助金や社会保障関係経費などの移転費用（移転支出的なコスト）が38.7％（前年度39.3％）と最も大きい。教員や警察官も含めた人件費（人にかかるコスト）は32.4％（同32.4％）、施設の維持管理費や減価償却費などの物件費等（物にかかるコスト）は25.8％（同25.3％）
＊ 貸借対照表の概況（P24）
　・資産は1兆6,833億円（前年度1兆6,914億円）。うち道路や学校等の有形固定資産が
　　1兆3,586億円（同1兆3,677億円）で最も大きく、全体の約８割
　・負債は1兆3,508億円（前年度1兆3,642億円）。うち県債残高は1兆2,138億円（同1兆2,241億円）
　・純資産は3,325億円（前年度3,272億円）。資産が負債を上回っており、いわゆる債務　　　超過の状態には陥っていない
＊ 純資産変動計算書の概況（P26）　
　・純資産は前年から53億円増加。県が提供する行政サービスにかかるコストで資産が3,802億円減少したが、県税や国補助金等により3,855億円増加
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